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１経済学理論の問題点
理論経済学は，総折りA象を文ｌｉｄする根本要素*'を探求し，それをもって
経済幟造とその変化を分析・予言してきた。しかし，よく指燗されてきた
ように，イリ|:fjWⅡよｲiⅢ先対象たる維済社会にまるごと含まれて生iiliし思考も
していて，彼が所IIjするかlTiIl11jする|Wfli4の利fIi:から'二'１１１ではいられず，’二｜
然科学のように局外欄･として対象を客観的にllulliiし分析することはｌＭＩＩｉで
ある。さらに人ＩｌＩｌ社会では利害を異にする複数のⅡ冬|｣|がｲ『:在するのが常だ
から，それぞれの立｣;勘の正当性を主張し)lil立Ⅱ31111の主張を批判する複数の
学派が存在し激しいiiMiを取れてきた。経済学はそれぞれの立場の利害に
からんで，Ilill度や政莱の選択や提案をおこなわざるをｲ(｝ないから，Ｆ１党的
ないし|ﾘl示｢19であるかTIT:かを|lllわず，政1i台経済{学l)oliticalecomoIlyたら
ざるをえない。
体系「恂経Wjkの(1)発点となったﾂﾉIlilⅡilliIillI説は，、in紺：義や地代確保の''三｜
勢ﾉﾉへの対1九l1l1論として形成されたし，労Ⅲ川|\級の立場でその徹底化を
はかって影製リノを拡大したマルクス学派に対しては効)lllllli仙説を|唱えるウ
ィーン学派やその三iiI1iM性を代替''１１線諭で隠ilM〔したケンブリッジ学派が形成
された。20111:紀にはいってからの資本主義の危機に対してケインズがマク
ロの視点を捉起したが，政11Ｉ:の経済介入を忌避するグループから貨幣数量
説や供給工E祝のミクロ系､11論が復活しこれを攻』牌している。
いずれにせよｆＷ:派の111い手たちは，そのﾉﾉ法諭の]|当性とイ丁効性を主
張し，それもって絲済全般をiWI1き'ﾘＩかし，将来を予言しようとしてきた。
しかし，対抗する学派からのﾙﾋ判を受ける一力，経済/Mi造の変化・変容と
ともにその説'ﾘ|能ﾉﾉとイ丁効Wl；と社会粂般への影軽|リノを失っていくというこ
とを繰り返してきた。
また，ほとんどの'111論はごく少数一たいていは１つ－の根本要素
（キーワード）で絲洲;怖迭を解き'ﾘ|かそうとするので，それがｉ１Ｏを射てい
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た場合でも，捨象した要素の作用によって多かれ少なかれ撹乱され，しば
しば誤った子il1llをもたらす欠陥を内包している。（たとえば，労I動Imi値説
の徹底を図ったマルクス学派は，産業部'１【Ⅱ'１１の利113ｌ率均等化の説明で顕
き，技術革新や新製品開発の経済にとどまらず社会生活全般を発展させる
可能性を消極的にしか評Iilliできなかったし，そのI111i値説に基づいて実行き
れた搾取も無駄もない計凹経済は資本主義を凌駕する発展が可能なはずな
のにむしろ行き詰まり衰退してしまった｡）
さらに，自然科学に比べて理論の前提・仮定のチェックがイ:徹底な傾向
がみられ，結果として現実離れした結論が導かれがちである。たとえば，
ミクロ理論では，小規模主体，完全知識，完全流動的市場からなる純粋競
争･が仮定され，ローザンヌ学派ではこれに'二lljl参入を力Ⅱえた完全競争.が仮
定されている*2が，これら要素はことごとく現実離れしており，それをも
とに構築された体系はいかに精繊に見えても現実の精度の高いモデルとは
なりえない。
ある前提・設定の下で成立した法11'|を，異なる設定・環境に週)1]するの
は原ⅡＩ的に誤りである。’二|然科学では，iiij提・環境設定と結論の関係が，
強く意識ざれ点検されてきたことを学ぶべきであろう＊3゜
より根本的には，経済学の|]'的を何に置くかにも，注意すべきである。
マルクス学派のように人'''１社会の物質代謝過程の分析といったところに［｜
的をおけば，経済hli動をめぐる人||)1柴１１Ｉ（階級）関係の分析に主|限がおか
れることになるが，新古典派のように「経済学はある人の行動原理や組
織・IIi'１度の存在理'三１－１を，利益の最大化に求める」（岩''１＃il久男，文献４，
p28）などと効率化に絞れば工学旦的で､客観的な'三Ⅱ象を与えるが，マルクス
らが'１１１題にした社会のありかたへの視点がはじめから欠けていて，人類の
福祉の向上への貢献はＩＭＩ,におかれることになる。いずれにせよ，この「何
のために」考察し議論するのかの議論は近年では低調だが，これを怠ると
研究は社会的に意義の薄いあるいは時に反社会的な作業にもなりかねな
い。
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多くの経済学にみられるこうした弱点を，ケインズ派経済学も免れなか
ったと思われる。その例を乗数理論のなかに探して，その菩遍化の道を検
討しよう。
＊１根本要素には，正商主義の貿易（取り|）兼額，JWi農主義の土地，マルク
スをふくむ労I1li1lIilli仙説諸派の労働，反労Ｉ１１ｉ１ｌ(llliIlh説を意'又'したウィーン学派
とケンブリッジ学派の効川などのような「Iilli値」の」iLjWi・源泉についての
概念のほか，ローザンヌ学派の一般均衡，ケインズ派の乗数，シカゴ学派
の貨幣数哉，シュンペーター（ﾘA代ではクルーグマン）のイノベーション
等の諸秘の概念がある。
＊２伊來光lIi1i「近代Iilliｲ側1論の職造」新評論，1965,ｐｌｌ他参照。
本書を含め{)}來氏の議論は，氏が当初11'1糸を志していたこともあり，前
提・推論・結論とIﾘllUI〔に腱|;|]し，１Ｍ工系を経てきた筆者には理解しやすく
多く共感できた。ちなみに，筆者は修士論文「I1Ili化のLli朧I1IIi格への「転
化」について」（文献３）で，ＩＩｌｉｲiiI品の部'''１|川の訓幣で平均利潤を実現で
きるとしてきた従来のLMiillli格論にたいして，（I11im実体である労働（量）
とＩｌｌｉ値の形態OjM象）である｛111i格とでは論１１１１｢１９次元が異な')同次元におい
て力|I減した')は本来できず（この視点はIUIjに'１１Ｉ１Ｍ氏が『１，値形態論」で
提起し，’'''二1立兎氏らが「資本論研究」等で腱|｝|Ｉしていた)，実体が形態
を規ilillすることを論ずるしかないと主張し，雄業連関分析にならって再生
産表式を全商,ＷＭｉ部''１|に拡張したモデルを対･象に数学の行列論を駆使し
て蝿ilillljLl係が大筋で成立することを論証したが，ケインズ派の議論展開に
も同様のi昆同の存在を感じ，本分析をはじめた。
＊３たとえば，ガリレイが発見した落下の法1111は，あらゆる落下物が時間に
比例して速度を増ﾉﾘlＩする－つまり等川l速度連動をおこなう－ことを明
らかにし，後の力学:発展の礎となったが，それまではrii品に比例した速度
で落下するというアリストテレスの説が長年無ntll1llに偏じられてきた。そ
れは地球上での計ｉｌｌｌｌ装澗もない｢1常生IiiIiでは，ドlii粒や木の葉等の落下はⅡＩ
説どおりにみえるしそれで不便ないからであろう。だからといって古代哲
学者がTl孔いというのは，もちろん誤りである。たとえば空気を抜いた管
の''１では鉄球と羽毛は川速で落下する事実があるからだ。
等力|I速度で落下する力（重力）が力l1えられている物体にたいし
て，大気が速度に比例する摩擦力で減速する結果，十分なllPi雛があ
れば均jiIWが成立し等速度で落下するようになるとすることで，落下
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に関する現象の大筋は説lﾘjできる。ほかに１Ｍ,やfli1磁気などの作ｌ１ｌも
場合によっては覗要な役割を来たすので，これらも加えてより精度
の高い解析体系を築いていく。こうして物理学はJin象を規制するざ
まざまな要素を発見しその重要度を解析し組み合わせていくことで
累積的に発展することができたのである。
ところで，ガリレイはピサの斜｣答から小石を落として落下の法11'１
を検証したとの逸話が流布しているが，実際にはおこなっていない
という。「重量に比例する速度」でないことはALL券実験で簡単に証
lﾘ]した。２つの小府を接近させて同時に落した場合と２つを糸で縛
って２倍重の１つの石にして落した場合とで速度に差がでたらおか
しいと。そして力１１速度の実証は室内に設置したネルリ台状の斜面に小
球を転がし，脈'1'1で計時しておこなっている。（ガリレイ，文献ｌ
参照）
つまり，論理と実験とをiIllみ合わせて，真理に迫っていく'二|然科
学のこのような態度・方法論は，社会科学がそのままは導入できな
いにしても大いに学ばれるべきであろう。
２ケインズ乗数理論への疑問
ケインズ理論は２０世紀'１１葉，アメリカを'''心に，乗数論と流動性選好説
を武器に不況・大量失業克服の処方として政府の経済介入に根拠を与えて
大きな政府と公的サービスの拡大をもたらし，主流学説となった。しか
し，持続的インフレ，税負担の噌hll，政治・行政の非効率と腐敗の拡人な
どをLこんで，マネタリストほかからﾘ11い批判を浴び，税負担の低減，’二''三|］
放任への|Ⅱ|帰を求める勢力の復権を許し，ケインズは古い，死んだといわ
れるほどになった。
しかし，反ケインズ諦派が結集して支持したレーガン政権は，減税と社
会保障等の予算削減は災ｲ了したものの，１１１事予算を突出させて，双子の赤
字を架植し，その根本理念を自ら裏切ってしまった。公的サービスや投資
を全面的に削減して有椛料である|玉|民多数の既得椛溢を蕪うことが政治的
に困難なためであろうが，これに倣った災'三Iの保守系政椛も含めて，’二111三Ｉ
232 
放任，小さな政府というＡ・スミス以来の題'二|のみが生き続けて，ケイン
ズ政策にかわる前向きの政策体系は形成されることもないまま不安定な経
済述徴が続いている。
ともかくケインズ｢'9政策は，ｌｺﾞ大な予算・’百僚機職とともに生き続けて
いるが，理論的には笈当性を失っているのだろうか，乗数1111論を中心に両
検討･を試みよう。
そのさいに注意すべきは，ケインズ「一般JllL論」の体系とその後継材た
ちのそれとでは，付加が違っていることである．ケインズはマクロ的体系
をはじめて導入するにあたって，資本柵Ⅲ技術等がｲ<変で時'１M経過も捨
象した「剛ＩＪＩ」を想定した経済モデルを対象に分析していった（国際関係
も一部をのぞき捨象している)。その'１１で解|ﾘ]された法I1llや概念間の1對係
等は，時1111が経過し，技術も蛾気も変化する「長期」の世界にそのまま妥
当する保証はない。しかし，こんにちでも，マクロの教科書はケインズの
短jUlII1論を)ｌY説したものが多く，後継満たちの議論もケインズの概念や結
論に若十の修正を施して長jUlの'111題を論じて，時に現実ばなれした結論を
導き，ケインズまで含めてl比'１を１Ｗ〈ことも少なくなかった。
ここでは，政策検討に真にrifすることを岐終|=|的として，「長期」へケ
インズの議論を週)Ⅱした際に'''１題になる点を，乗数を'''心に，大半の項1=｜
はすでに多くの論者に}棉摘されているが，節打の視点でまとめてみよう。
1）先進国限定の理論か
ケインズ'二|身は，２()|止紀iii半の先進|正|イギリスを想定して，ミクロf1l1論
を包含する「一般IliIl1論の柵築を試みたのであったが，これが戦後アメリ
カを'二''心に主流学説となりＩＭＬに流布されるにつれて，文字どおりの「一
般」性，秤Ⅲ妥当性が求められるようになった。その普遍性への疑ｌＩ１１が，
発展途上国・地域への適川の有効性でまずあらわれた。
鋪２次大戦後にillll立をはたした発展途Ⅱ玉|では，ほとんどが柿民｣也状態
からの}{}発で総体的貧'２K|状態にあって乗数は火きいとみられ，国家建設へ
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の情熱も高く外|玉|援lﾘﾉをふくめ災年巨額の投資が行われたにもかかわらず
低成長が続いた。このことから，先進|玉|に留学した途_上国のｲﾘ|:究若らを含
めて，ケインズ理論は先進'五|にのみ妥当し，「低開発|玉|」には適さないと
早くからいわれてきた。これは「短期」を対･象とするケインズ・モデルの
埒外の問題なのだが，イ『効範'１１１のlIiL定された『一般理論ｊとのI1j象を与え
た。
2）乗数値と成長率の背反
他方，先進|玉|でも戦後脚ﾘ1にわたり，消費性IhIの高いアメリカが低成長
で，低い日本が高成長を続けてきた（バブル破裂後は逆にiiIY1i性|可が高ま
ったのに低成優にｌＷｌ１いでいる)。これは，上記の途｣二|正|の持続的低成長を
含め，投資効率（乗数）が高ければ高い成長が可能だろうという常識的な
判断に反している。
しかし，これはiii純すぎる判断である。第１に，成優率は所得Ｙに対
する所得増分ｊＹ（＝飛数×投資I）の比率」Ｙ/Ｙだから，投資I/所得Ｙ
を投資比率とよべば，
成長率＝ｊＹ/Ｙ＝來数×投資/所得＝乗数×投資比率
となり，投資比率の水準が乗数と同格に影響を与えるものとして考察され
なればならないのである。（投資比率を投資性向とよばなかったのは，投
資が企業と政府の盗怠で変動する要素であって，所得から１WⅢｲ･のIili値を
差し引いたものという従来の規定とは異なる積極的要素であることを強調
したかったからである｡）
鋪２に，乗数|芒１体も，域外とのlliiiiIHI産業の比並が大きかったり，原材料
の輸入依存が大きい|玉|・地域では貿易が維済のｲ''１縮に大きな影響を与える
から，輸出入が糺lみ入れられなければならない（実際，外国貿易乗数が提
示されている)。
それでも，第１点で，采数が大きければ，投資の采災も平均的には大き
いといえるから投資がUlL逃されて，投資比率は大きくなると考えられる。
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(川災に，期待ほど成長しなかったのは，別の要lkl，政情不安や人'二1燃発，
社会1111習，インフラの未整Iilli等で'111審されたと考えられる｡）
また，第２点の貿易乗数は，ハロッドによって，楡ＩｌＩＸを外生変数と
する一方でlliili人は内生変数（従属的な要素）とみなし，IMii人性I(1ｍのみ
を要素に力Ⅱえたｌ/(s＋、）と定義され，所得墹分ｊＹはｌ/(s＋、)×(Ｉ
＋Ｘ)で決定するとされたが，これはlliiiIlI･Iliili入の特性を不当に限定した一
ｍ的な)jM定になっているとAIAわれる。lliiii人はl〕;〔材料や消費11ｲとして絲済に
組み込まれている場什が多いとみれば|ﾉｨLMOであ')，輸出は域外の需要に
よって決まるので文字どおり外生的であるとみえるが，輸入|玉IIllIからみれ
ば内LIii19なのだから内生的でもある。また，lliiill作輸入とも各地域経済に
｢１１』IJI的には多少とも安定した形でⅢlみ込まれており－そうでなければ，
lliiiilMi業の発展は望めず，雅礎物資の対外,依ｲ｢:を続けることもできない
－，他力ではともに|正|内および'正|外諸地域Ⅱ１１の何期的原因（天候や事件
等）ないし優jUlil9)〕j(因（需要桃造の変化や発展速度の差等）による需給や
交易条件の変化によって変動するものであ')，その意味では一方的に|当｜
律＝ﾀﾄLMO要素，他律＝内LIi的要素と区別できないのである。
〔だからといって，無差別に両者の藻＝貿易収支Ｘ－Ｍを対･象とする乗
数を考えればよいというわけにもいかない。貿易収支は均衡するのが'二I然
だから，lliiiilll入の規模にかかわりなく比較的小さな値となる傾向があり，
比較４Ｍ釧説で説かれた貿易の４Ｍ｢:・所１１卜｣W力Ⅱ効来，すなわち貿易の拡大
／縮'１，による投盗効率＝乗数の上昇／下落の作川を'ﾘl示できないからであ
る。〕
3）「集計的」乗数は係数
ｉ乗数は，消費と所得との因果関係を示す「定数」ではない。
乗数は，「一般liⅡ1論」では雛１０章「|Ｉ(界iil1iYf性|ｲﾘと乗数」において期''１１
内の経済活動をlfi金iii付表示で分類・脂汁した)ﾘTｲﾘL・消費・投資を対贄kに､
ｌｌＭＬ１１Ｗ州;向に続けて数式展ＭＭｉ川什してWiiliiに述義されている。しかも
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｢ルを投資乗数（investmentmultil)1ier）とl呼ぶことにしよう。それは，
総投資が増加した場合，所得は投資の増分のルイ青の大きさだけ増力|Ｉする
ということを示している｡」（文献５，訳pll4）と投資によって所薑得墹が
決定するという因来関係を主張している。これは，後述する即時的I1l1解で
もある。
この主張は集計された要素間の関係がその後も変わらないという場合の
みに妥当するが，現実は変化し続けており，要素IlHの関係が継続する保証
はない。梢Yliが飽和するか景況に不安があるときには，投資＝所得噸は以
iiiよ')１W費されず（＝|lUBU/iL1W費性Ifilは低~｢し）貯蓄により多くまわされ
て，乗数は低下する（まったく1Ｗ〈されない場合も想定でき，そのときに
は波及効果はLLぜず，1倍となる)。逆に高度成長期のように消費意欲が
強かったり景況への楽観が広がっているときには，乗数は一般に上昇.す
る。さらに過熱して，バブル期のアメリ力のように所得の｣棚'1以上に消費
が増し貯諮増分がマイナスになる場合では，來数の定義・論証が破綻する
－乗数は無限大に発散するなど－。
また，所得→消費→所得の連鎖は現実的過職としてみれば多少とも時間
を要し，当期内に残差が無視できる水準まで多数|Ⅱ|繰り返される保証はな
いし，その転換速度は次項でみるように対象分111や景況等によって差異が
あるはずなので，投資が一律に|司率で所得をWjllさせるとは，決していえ
ないのである。
ｉｉ投資の所得増加効率はその分野や技術的構成等により差異がある。
采数は投資の分り１１．仙類を''１わず|可じ所得Wjllを４１ﾐむことを示している
が，これも資本設ｲiiliや需要榊造の変化する長期＝現実のl什界では妥当しな
い。現実の投資はその対象や技術的WWi成等によって波及効来の範'１１と大き
さに差があり，その選択に各企業は嚇衰をかけている。ムダに終わる投資
も巨大な需要と利益を生む投資もあるのであって，それらに社会全休への
所得・雇川増への寄与に大きな差があることは否定できない。
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また，ｊ砿業連関分析では，｝文術的＝客観[１９投入・))iilll関係を通して部''１］
ごとの（所ｲ(｝・雁)'１への）波及効来を数仙で'ﾘ|示する。連関炎の係数群の
推計法やｲilii度への疑'''１はあるにしても，部|Ⅱ|ごとに他WlllIIlとの関連の深さ
と広がりに錐があり，IlljlIlllの投資でもその机jlilm，柵成，｜|柳|により所得や
扉)11への波及に擁が111ることは祈定できないのであって，蛎汁的な乗数論
ではこの現尖を説lﾘ|できない。これを擬來数I)seudomultil)Iierと名づけ
て，ｉＷｉ→所ｲﾘし迎釧による「真の」來数と|ﾒ:別すればすむというものでは
ない。
ｉｉｉ投資波及経路関与者の所得階層によって乗数に差異が生じる。
所得水準とi11iYf性lhjとは逆ｲ||関関係にあるという絲験法１１１１は，個々の投
資とその波及過ｊＭこかかわって所得を｣棚||させるUM係者にも当然働くか
ら，その所↑｛卜川働の枇成によって１１Ｗ聡性lhlは異なり，來数に差異がLliじ
る。
リゾート|)M発で投盗額の大半が｣２地所有料の所得になるような極端な場
合はh脚力lljﾘ↑ｲ1ﾄのほとんどがⅡi:薪にまわ')Illil別の乗数はlil(めて小さくなるだ
ろうし，不》i1JUlに行われるＩＭｉ得者対象の失業対譽策的な投資．郡業では，
乗数は大きくなると期待できよう。つま|)，個々の投資の特性に基づく差
異を無視して，定率の所得｣'１杣||を主ﾘI<することはできない。
さらに付言すれば，無雑別の効采を示す従来の采数が，政ｉｆi家・官僚に
常識はずれの無駄な投資を繰り返させる根拠の一つになっている可能性が
あるから，１１'1論ii1iから見､LLしを行う必要があるのである。
4）投資・貯蓄恒等法則への疑問
この法ｌ１ｌｌは，貯撚と投資の定義からもたらされる結采としての一致をい
っているに過ぎない。つまり，貯帯は所ｲ!｝の支出でiWYされなかった部分
(ｓ＝Ｙ－ｃ）であ')，投資は所得の実物流ｊｍＩｉでみてiWiに|(Uけられなか
った（iIWYIdけでなかった）分のlilli｛ilI〔（I＝Ｙ－Ｃ）であると定義されれば，
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S＝Ｙ－Ｃ＝Ｉとなるのは当然である。
しかし，時間要素を入れた場合は，投資（額）も貯蕃（額）も当期ない
し前期の所得の一部を単純に割いた額ではなくなる。
また，現実の投資は企業の収抽予iＩｌＩ１（ケインズのいう資本の限界効率）
に従って，ゼロ（既存の投資の償却前廃棄が行われればマイナスもある）
から巨大な規模（ブーム期など）まで変動する。不況等で投資が削減され
た')，富裕階眉に所得が集'1｣すれば，貯蓄分は退蔵／蓄蔵されて真の貯蓄
となる。他方，その時点の貯蓄額で対麺応できない投資需要は，金融機関で
の信川創造によって資金がｲM1保きれ，生産財ほかの増朧をI足して実現され
る。この信１１１創造こそが他経済システムでは実現できなかった急速な生
産･所得の増力Ⅱを可能にし，過大な拡張から恐慌の－lzklともなった資本主
義経済の鍵の１つである*4。
このように広い変域をもつ貯蓄と投資だが，その雑〔は投資の水準にかか
わらず定義に従い結果として，常に等しくなる。だが，これは常識に反す
る強引な定義のもたらしたマジックであって，見かけ化の，あるいは結果
としての貯蓄の割合（貯蓄性向）が所得・雇用の墹加率を決定することを
保証しているわけではない－主要な要素がlIil定きれた短期の世界あるいは
それに近い環境で貯蓄性向の逆数倍の所得増力Ⅱが発生することになるのだ
が－．当期ないし前期における全投資に対･する所得増加の比率を示して
いるに過ぎない。
限界貯蓄性向と乗数は以上のように景況等によって大きく変化するので
あって，過去のデータから算出されたliLi費（貯蓄）性向が支配するもので
はないのである。
ケインズの貯幣・投資概念の，余集谷的な定義は，ダンス預金も紛失し
た貨幣も貯蓄であり，1111i格や商,Ｗ１Ｉ÷|体が早晩ｄｕｍｐされる売れ残り品の
山も「在庫」投資であるというように，通常の語感からかなり隔たってい
るために，議論を混乱させ，初学者を悩ませてそのｲiil割かを理解拒否に導
いてさえきた。「集合の誤り」論で，投資・貯蓄の数値の一致を説くのも
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｢短jUl」を強調しておこなわれるべきである。
５）「即時的」理解への困惑
Ｙ＝Ｃ＋Ｓから|Ⅱ発する來数の式は，時'１１|要素を含まないため即時に所
得増力11が完了するとⅢ'1ｶギ（11'1時MllWi1）すくきょうにみえる。投資→所得
→1W賛→迫力Ⅱ投資という波及論的ＷＩｷﾞも同学派で論じられているが，「一
般理論」ではl1lI時的理解が柱である。すると，各企業は他企業の投資内容
とその'二l企業への波及効来を知ってお|)それを先取りしたLMiの噌減を直
ちに実施し，各家計も所ｲ斗卜変化を正確に把ｌｌＴＬて１W没を増減するといった
非現実的な想定をしなければならないことにな})，疑念を抱かせる一因に
なっている。現実は，各ＬＭｉ者が次jUIの４Ｍ:量を実績と子illIlに基づいて決
定しているのでHl1時的な1ｍもうかがえる*5が，実施された投資額に対･応し
て決定されているわけではなく事後に訓轆されていくことから，波及論的
過漉が雅訓といえよう。
6）乗数の実効性への疑問
乗数は投資が事後に形成する所-得増の効率を示すから，投資の時点で確
定しておらず，まして過去のilllUiの割合で決定される保証はない。経済榊
造があま')変化せずj1jl,l膜がiii調に増減する大不況期あるいは高度成長期な
どにおいて妥当しそうにみえる係数にすぎない。
7）需要の重要性を希薄化
方法論的には，マルサスを評Iilliし需要のZn祝から出発したのに，乗数の
発見で，投資→生産→所ｲ４１L・辰１１]という文脈で:li1lL諭展|;Mがなされ，供給サ
イドの展MHに傾いてしまった点で，－１１１性を欠き，説|ﾘ]力を低下させてい
るといわざるをえない。
ケインズの名を社会一般に広めた話),nJの１つに，穴掘り作業の有用性の
指摘があったが，「一般肌論」では富桁打の建築や寄付での浪費につづけ
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て「『地iiiに穴をliiiること」もそれが!Ｉi:薪の''１から支払われるならば，）１７１
)ｌｊを増ﾉⅡlさせるだけでなく，右１１]なI吋貨およびサービスの実質|画民分111[｣,分
をlW1l1させる｡」（鏑４満「投資誘lkl」16章「資本の性IPIに関する諸考察」
３節)，と需要増力Ⅱの意義をみとめているが，直後に「ひとたび有効需要
を規定する影響力をiIilUWi1するならば，分》||ある社会がこのような,思いつき
にすぎない，しばしば無駄の多い綾ｲ||策にlIilnってiiMillLしているのはI1l1に合
わぬことである｡」（Keynes文献５，１)220訳pp217-218）とむしろii1Hii(的
であり，供給'111の役i1illをより評'１１１iしている*(;。
8）後続理論の悪影響
l1M1L貯諮性向の逆数を乗数とする)j,l定などは，ケインズ後継者が諸JIi1l1i論
にそのまま受け継いで，現突から遠い分析をおこなったりして，ケインズ
体系への疑Ⅱ１１を広めていった。
ＩＳ－ＬＭ分析においては，まずＩＳｌｌｌＩ線で，投資＝貯幣額から所得が決定
するという非現実的な展|)'１をし，ＬＭｌｌｌＩ線ではMoneySul)plyのうち，
子ｲ)ｌＩｉｉ向需要を別にして，投機需要をのぞいた分が取りllWiif要で，それに応じ
て所得が算定されるとするこれまた）|咽!な論理を展Ｉｌｌしている。この結
采，利子率に応じて所得が決定するという11i純化しすぎた給論が導かれ，
政莱議論に多１１]されて，おそらく幾多の誤りを結果している。
ハロッドの成長論では，ＩＩｌｉ:蓄率ｓの亜祝から成｣芝に厳密な条件Ｇｗ＝
s/Ｃ'をつけ，不安定性､;(1111をllHえるなど，成長が'三|'ilir化した現実をそぐ
わない議論を展開させることになった－Kaldorらが，その欠点を克服
する修正〕qll論を提'1)しているが－．
投資・貯蒋の関係をよ'川A尖化すれば，これらのＩＤ,l緋を脱しえたである
フ。
以｣この'111迦点は，「伽期」モデルで1'１１(Iﾘ]した法11小結論を，現笑つま'）
｢長期」のlU:界に適応したために生じたのであり，そのかぎ')でケインズ
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に責(｢:をｌｌｌ１えない。後継称が「腫期」il9lIIl題を扱うようになったときに，
｢長期」蝋境での)j;ｕ'1論(19体系の１W柵築をすすめるべきであったのに，そ
れをせずに，「短｣U|」）11道具を等に乗数はほとんどそのままI1ljって混乱と
疑惑をもたらしたのである。
＊４いわゆる近代絲済学識派は，貨幣・金融の役11{'1を11t祝しているとはいえ
ない。ケインズは貨幣の１Ｍ|需要に投機滞要をﾉﾉⅡえたが，マルクスの求１１イ
的・イ１機｢１９分析にくらべてＮＩＩ分ｉＩＯといわざるをえない。また金M1Il機UMで
の|訓1創進の役i1ill分析もマルクス!γ:派のほとんど独壇場であった。しか
し，同学派ＭＩＩ子論というll1ll余I111iI11〔の分配の１局i(｢iに111'し込/しでいる。信
川ill造の役;I{１１は全休に|･分|ﾘﾉIWTされているとはいえない。
＊５()1来光lli'il〔は，「二つの川解のｲⅡ地は（｢''''１(）激図した投盗をとるか，
社会的に突川された純投盗をとるかです。（'''''１(）ｌｌｌＩ時的に成立する来数
lHl係は，実はイン・ザ・ロングランにおいて，波及論的に成立するであろ
うところの均衡を，企業f１．が鍋ijiiに｣0|侍して行l1il)する絲呆である。したが
ってケインズにおいては，ｉ１Ｉｉｉ者が無ＩＨＩ係ではなくて，期待のiiiliL1I1を通じて
ポiIiぴ合わされている論｣111ｲｶﾞ造になっていることです｡」（宮l11iI1i・ｲﾉﾄ束，文献
６「コンメンタールj’１)161）とnlIMieの統一｢ＭｌＭ１/１１を提示しておられる
が，量的レベルまで「企業打が二lTiiiiにjl洲待して行1IiI」できるとは言えず|肺
造的変化の少ない場合の維験的近似にとどまるのではないか。
＊(）「一般]]'1論」の''１で，「ｿ(をM11る」ｔ()dig/diggillgholesと||}てくるのは，
雌;|ﾘﾉが10章「ｌｌｕｉＬ１Ｗｌ性lhlと來数」６節で，大jilli行が銀行券を廃炭鉱に11'１
め企業に１１１'１１)}l}させることで､失業がjiIi1)，社会の所得や資jl11iも大きくなる
と述べた部分および金鉱係11111（I〈eyIles文献５，１)pl29-l31，訳ppl27-
l29）に関してであり，次が本文でふれた16章３節である。しかしその評
Iilliは，「住宅やそれにfl(iするものをＩＩＬてる力がいっそう賢'ﾘ|であろう。し
かし，もしそうすることに政治的，災|畷｢lﾘ困仙Iliがあるとすれば，上述のこ
とはｲｉ１もしないよりはまさっているで､あろう。」（li1前）とii1llMi的である。
これは供給サイドへのＩｌＭ;}を示すとともに穴ｌ１Ｉ１Ｉｌ)をケインズ政莱の象徴と
して非難する反対勢ﾉﾉの誤ＩＩ１を示している。
３乗数のとらえ方と理論体系の再構築
では乗数は，どのようにとらえるべきであろうか。その骨子を以下簡潔
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にのべてみよう。
1）乗数的効果の是認
投資（i間貸）の拡大が，濡要のある限')，そのｲ可倍かのLMiと所得を生
み，雇用を増力１１させることは疑いは挟めず，かつ不況下で所得・扉用哨加
は政府のみに可能であ')，その経済活動は少なくともそのＭ)で是認され
なければならない。
2）信用の重視と投資の所得効果の相対化
問題点４）で指摘したように，信用が投資需要に応え資金を倍川ｌ１する機
能に注FＩして，貯薪（ii1j費の“補数，，）の役割を相対化すべきである。
企業投資は，企業の収益子il1Ilにもとづいて行われ，利子率の役割は２次
的な－過剰な流動性を抱えた現代の先進国ではことに－重要性の比較
的少ないIIiIl約要|人|でしかない（投機的需要にはなお大きな↑''約要因である
が)。
したがって，投資関数は，従来の
Ｉ＝I(r,Ｙ） 
に予想利潤率（最i兄判lWiやLＭ１物のTlj場性に依7J:）を｣Ⅱえて
１－１(予想利ilMl率,r,Ｙ）
とすべきであろう。
3）有効需要を軸に再構築
ケインズ体系は來数1111論等で破綻をみせたことになるが，厳密な乗数の
支配を想走することのほうが）l唖'1であＩ)，ＩＳ－ＬＭｌｌｌ１線論や成長論の無理
な議論もここからきているので，その修正はやむをえないであろう。アメ
リカケインズ派が乗数を冊菰し成長論と計品手法を膳き」二げ政治･行政
に深入りしすぎて１１き詰まった点を反省し，ケインズのlji(点である有効需
要の造'１１にjlilllをおいて1111論体系のilj編を試みる必要があろう。
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有効需要の効率的な造出は，所得階1Ｗによる消費性向の差の厳存を考え
れば，所得のTlj分配も政策の重要課題として取り上げられなければならな
い。
また，政１行のみが財政金融政策や産業政策で有効需要を盗意的に操作で
きることにかわりはないから，その役割を否定することはできず，その政
策群の効果と限界をlUj示して社会に指針を与える必要があろう。
4）雇用の増加効率を重視した乗数を
全休に富裕な水準に到達した社会では，所得の増力Ⅱが雇用の増力'1に直結
しなくなっている。貯蓄の蓄積は巨大な規|葵に達しており，景気対策で金
利をゼロに近づけ，さらに巨額の財政資金を市'１'に流しても，“流動性の
ワナ”といった言い訳をしなければならないほど経済成長は促進されず，
物IIUも雇用も上昇せず，高齢社会を前にこれを支えるべき若年IPIに低賃金
の短期雇用が目立ってilMI力|lしている。この現状では，生1舌水準を維持でき
る所得を保証する扉)１１の噸力Ⅱをいかにはかるかという点が，きわめて重要
になってきている一同様のことをケインズは前世紀前半に『わが孫たち
の経済的可能性』などで指摘していた－．
そこで，乗数論の原点を示したＲＫａｈｎを学びなおすなどして，雇用乗
数を'１１心にして，政策援)]]可能な理論体系を再幟築する必要があると結論
できよう。
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《Abstract》
Economictheorieshaveoftenbeenmadeslightoftheirprelnises,ａｎｄ 
havecausedunfertilearguments、
Keynesianeconomistsappliedandarguedlong-runeconomywith 
Keynes，soriginalshort-runterms,includingtheillvestmentmultiplier， 
ｓｏ，ｔｈｅｙoftenfailedtomakeaccuratemodlesofeconomyandto 
predictaccurateeconomicoutlooks､Thenthetheoriesaredoubtedon 
theireffectivitiesandhavebeencriticizedbytheirrivals， 
Theinvestmelltmultiplierdoesl]'tworkstrictlyinactualorlong-ru、
world，ｏｗｉｎｇｔｏｔｈｅｅｘｓｉｓｔｅｌｌｃｅｏｆｔｉｎ]elagsinactions，saturationof 
deman｡s,diferencesinvariousstrata'spropensitytoconsume,etc.、
Itshouldbereducedinitscriticalregulationovertheeconomy・
Theroleofcreditcreationshouldbeemphasizedininvestment 
actions， 
Aboveau，thetheol-yshouldl)ｅｒｅｌ)uiltunderregardstotheinitial 
objectforreductionoful]e､１１)IoymenLTheemploymentmultil)liermay 
besetasacenterorimportanttermofthetheory． 
